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Ⅰ はじめに 
 

当協会は、電力各社の総点検結果及び再発防止対策、並びに国による評価、行

政処分及び今後の対応等を踏まえ、平成１９年５月２８日に「原子力発電の健全

な推進基盤構築のための提言」として、事業者（電力、メーカー、関連機関・団

体）、国、自治体がとるべき次の 5 つの方策を提言した。 

１．現場第一線の使命感の維持･向上 

２．現場の技術能力向上と知識・理解の深化 

３．事業者による自主管理の徹底と国の合理的な規制 

４．原子力産業界の情報共有の推進 

５．国と自治体及び事業者の役割の明確化 
 

この一年、事業者や国は、安全確保及び信頼回復に向けた再発防止対策など

様々な施策を順次実施してきている。各施策の実施状況は、各社のホームペー

ジ上の公開資料やプレス発表資料で確認できるとともに、当協会主要会員で構

成し毎月開催している企画・情報委員会において「原子力産業安全憲章浸透促

進の取り組み」として紹介される事例などでも確認できる。 

提言後一年が経過したことから、当協会では今回、入手した上記資料の中か

ら、事業者等の提言に対する取り組み状況等を独自の観点によりとりまとめた。 

 

Ⅱ 提言後の取り組み状況について 
 

１．現場第一線の使命感の維持・向上 

現場の一人ひとりが、使命感、責任感および誇りを持って日々の仕事に当

たることが重要であることから、経営層と現場第一線とのコミュニケーショ

ンを継続的に図り士気向上と問題の芽の早期発見と解決に取り組むことを

事業者に提言した。これに関する取り組み状況は次のとおり。 

 

○経営層が、第一線職場を訪問して意見交換を行うことや、業務に係る技

術的な課題や法令・社内規程の解釈について気軽に連絡・相談できるよ

うに、支援要員・体制を強化している。 

○現場への出前法律相談、相談事例を踏まえた法律関係手引書の充実など

を行う部署を本社に新たに設けている。 

 

２．現場の技術能力向上と知識・理解の深化 

自主管理の徹底のためには、当事者の技術能力が備わっていることが大前

提であることから、システムエンジニアリング能力の一層の底上げが必要で

あること、電力の技術者は基礎的・基本的事項についての知識・理解を深め

るべきであることを事業者に提言した。 

また、現場第一線の運転・保守管理部門について、産業界共通の資格制度

の拡大・導入についての検討も望まれることを提言した。これらに関する取

り組み状況等は次のとおり。 

 

○第一線職場の設備や業務実態に適した規程・マニュアルへの見直しを行

っている。 

○専門技術者を育成する仕組み作りとして、臨界事故防止に関する教育や、

作業管理実務研修のための他社への社員派遣などの技術教育の充実と、



社内技術者認定制度の制定などを行っている。 

○保修工事に直接従事する者に共通の資格制度の導入に向けて、保全技量

認定制度の構築に着手している。 

○国際規制物資が移動されていないことを監視するための封印を二度に

わたって毀損するという、原子炉等規制法に抵触した事例が発生してい

る。これについては関係各部門間の連絡の不十分さや作業者の失念など

に主な原因があったことから計画された、情報伝達体制確立のためのマ

ニュアル整備・教育プログラムの整備・実施などの施策が着実に実施さ

れることを期待する。 

○高速増殖原型炉のナトリウム漏洩検出器が誤信号を発した事例では、温

度計ウェルの破損により発生したナトリウム漏洩事故を受けて過去に

安全総点検を行っていたにもかかわらず、関連設備の施工不良を発見で

きなかった。このことを踏まえて策定された検出器の点検対象の確定方

法や点検方法の明確化等の品質保証強化策などが、計画どおり実施され

ることを期待する。 

 

３．事業者による自主管理の徹底と国の合理的な規制 

事業者による自主管理の徹底と、国の科学的・合理的な規制が必要である

ことを提言した。これに関する取り組み状況等は次のとおり。 

 

○電力各社は、制御棒引抜け事象等を踏まえて内部監査機能の整備や品質

マネージメントシステムの強化などの自主管理の徹底を図っている。 

○国は、ＩＡＥＡ（国際原子力機関）のＩＲＲＳ（総合規制評価サービス）

を受け、ＩＡＥＡから指摘された改善点を含めたその結果を公表してい

ることから、安全規制の改善点を探るＰＤＣＡサイクルを回す努力が始

められたものと評価できる。 

○国は、事業者の自主管理の充実のもと、プラント毎の保全の高度化を行

う方向で検査制度の改善を計画している。今後とも科学的・合理的な規

制を期待する。 

 

自主管理の観点で海外に目を転ずると、米国では、ＰＷＲの加圧器の異材

溶接部に欠陥が発見された際に、ＮＥＩ（原子力エネルギー協会）が複数の

事業者から関係者を集め、エンジニアリングチームを結成するとともに、Ｅ

ＰＲＩ（電力研究所）と協力して当該プラント特有の問題であることを究明

したことを受けて、ＮＲＣ（原子力規制委員会）が当該プラント以外の複数

プラントに対する停止・点検指示を、事前通知段階で撤回した事例が報告さ

れている。 

○日本においても今後、一部のプラントで発生した共通的問題に対して、

複数の事業者がプロジェクトチームを編成し、一体となって規制対応を

行うことも考えられる。 

 

４．原子力産業界の情報共有の推進 

原子力施設情報公開ライブラリー（ニューシア）の活用は、電力各社の姿

勢・取り組み次第であること、関係者がニューシアを積極的に活用、参照す

るような権威あるシステムに育てていくべきであることを提言した。 

また、電力とメーカー間の情報共有を確実に図るため、ＢＷＲ事業者協議

会・ＰＷＲ事業者連絡会の場の活用をこれまで以上に進めることが望まれる

ことを提言した。 

さらに、電力各社とメーカー各社との役割分担、責任分担を一層明確にす

べきであり、権限と責任を明確にした事業活動が必要であることを提言した。 



これらに関する取り組み状況等は次のとおり。 

 

○原子力施設情報公開ライブラリー（ニューシア）の登録データを見ると、

ニューシアへの登録や閲覧件数が増加している。「軽微な事象であるが

保安活動の観点で情報共有することが有益と判断された保全品質情報」

の登録が積極的になされた結果といえる。 

○ＢＷＲを保有する電力の一部で発生した臨界事故（制御棒引き抜け事

象）に関し、ＢＷＲを保有する電力会社とＢＷＲプラントメーカーのホ

ームページにＢＷＲ事業者協議会の統一見解が示されている。これは協

議会を活用して情報共有が図られた事例といえる。 

○プラントの高経年化に向けた取り組みを進めるにあたって、一部の電力

会社と一部のメーカーの間で役割・責任分担を明確化する動きが見られ

ており、今後ともより一層の取り組みが期待される。 

 

５．国と自治体及び事業者の役割の明確化 

「安全規制は国が一元的に責任を持っている」ことから、国は国民・立地

地域に対する安全規制の説明責任を果たし、国民、なかんずく立地地域住民

の安心を醸成することを期待することを提言した。 

また、電力各社、メーカー各社、および、国は、故障やトラブルが発生し

た際に、タイムリーなわかり易い情報発信に一層の努力を傾注すべきであり、

技術面での役割分担に応じて、メーカーも積極的に前面に出て説明責任を果

たすべきであることを提言した。これらに関する取り組み状況等は次のとお

り。 

 

○国は、検査制度の改善を進めるにあたり、原子力立地地域を中心に頻繁

に制度の説明を行い、地元住民の理解促進に努めている。 

○電力各社は、タイムリーな情報発信の公表基準を整備し、発生日に公表

する事象などを明確化し実行している。また、一部電力会社においては、

放射線の影響の度合いをラドン温泉の湯量と比較するなど、わかりやす

い説明を行っている。 

○トラブル発生時等には、直接的に規制を受けている電力会社が前面に立

って説明しているが、社会の原子力に対する理解の促進を図る観点から、

メーカーも積極的に説明することを期待する。 

 

Ⅲ 提言後に発生した新潟県中越沖地震に係る取り組み 
 

２００７年７月１６日に発生した地震において柏崎刈羽原子力発電所の各

プラントは、想定以上の地震動が発生したにもかかわらず、「止める」「冷やす」

「閉じ込める」の重要な機能が設計どおり作動した。一方、東京電力や国の初

期報道対応の遅れや変圧器の火災における消火設備・体制の不備、通報連絡に

際しての課題などが明らかとなり、その後、東京電力や国等は、その際の教訓

を反映して次の取り組みを行っている。 

 

○東京電力においては、ホームページ・テレビ・パンフレット等を利用し

て、発電所の安全な停止についての理解促進活動を実施するとともに、

柏崎刈羽原子力発電所の点検状況・結果の発信を逐一行っている。また、

国の審議会に提出した資料を当日のホームページに掲載し、積極的な公

開を行っている。 

○同様に、東京電力は、消火設備・体制の充実にも順次取り組み、このこ

とも公開している。 



○中越沖地震における原子力施設に関する調査・対策委員会等において、

地震被災後の柏崎刈羽原子力発電所施設の検査状況・機器検査結果の報

告と健全性の審議が行われており、この審議資料や議事は逐一、国のホ

ームページに情報公開されている。 

○東京電力や国は、地震や発電所に係る調査・検討状況等について地域住

民説明会を幾度も開催している。また国は、ＩＡＥＡの関係者を招聘し

て国際ワークショップを開催し（２００８年６月）、全世界で得られて

いる知見や教訓を基に意見交換・情報共有を行った。電力中央研究所、

日本原子力技術協会とともに当協会は、国際シンポジウムを開催（２０

０８年２月）した。 

○国は、大規模地震等発生時にいち早く伝える仕組みとして、携帯メール

を使った「モバイル保安院」というサービスを開始している。このサー

ビスは、最近岩手県で発生した地震の原子力発電所への影響をタイムリ

ーに伝えるのに役立っている。 

 

Ⅳ 当協会の今後の取り組みについて 
 

当協会では、安全確保を大前提としながら事業者の自主管理活動の促進など

を通じた健全な原子力産業の基盤構築に向け、上記の取り組み状況を踏まえて、

今後も以下の点を中心に継続的かつ重点的に活動を進めていく計画である。 

◇現場第一線の使命感の維持･向上など、技能継承を含めた人材の維持・

強化 

◇事業者による自主管理の徹底と国の科学的・合理的な規制の推進 

◇国内外への迅速な情報発信の強化  

以 上 


